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1.  22年7月期の連結業績（平成21年8月1日～平成22年7月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年7月期 4,887 1.3 580 36.7 566 35.3 298 19.0
21年7月期 4,826 17.4 424 12.0 419 12.8 250 752.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年7月期 2,945.48 ― 7.9 7.3 11.9
21年7月期 2,366.85 ― 6.8 5.3 8.8

（参考） 持分法投資損益 22年7月期  ―百万円 21年7月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年7月期 7,707 4,169 50.7 36,569.23
21年7月期 7,844 3,984 47.0 35,541.44

（参考） 自己資本   22年7月期  3,905百万円 21年7月期  3,687百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年7月期 109 △230 △437 2,028
21年7月期 619 △72 △823 2,587

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年7月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 103 42.3 2.9
22年7月期 ― 700.00 ― 500.00 1,200.00 120 40.7 3.3

23年7月期 
（予想）

― 500.00 ― 500.00 1,000.00 ―

3.  23年7月期の連結業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,560 △10.2 △5 ― △10 ― △50 ― ―

通期 5,154 5.5 767 32.0 754 33.0 328 10.0 3,044.37
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(注) 詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注) 詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益 （連結） の算定の基礎となる株式数については、41ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年7月期 107,740株 21年7月期 107,740株

② 期末自己株式数 22年7月期  942株 21年7月期  4,000株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年7月期の個別業績（平成21年8月1日～平成22年7月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年7月期 1,103 △15.2 419 △23.2 399 △27.3 341 △15.5

21年7月期 1,301 57.0 545 196.0 548 224.0 403 220.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年7月期 3,371.26 ―

21年7月期 3,814.00 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年7月期 4,233 3,983 94.1 37,294.95
21年7月期 4,124 3,744 90.2 35,872.92

（参考） 自己資本 22年7月期  3,983百万円 21年7月期  3,721百万円

2.  23年7月期の個別業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不安定な要素を含んでおります。実際の業績等は様々な要
因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

790 12.4 426 25.4 419 24.3 378 24.8 3,516.73

通期 1,249 13.3 514 22.8 501 25.7 420 23.1 3,900.37
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①当連結会計年度の概要(平成21年８月１日～平成22年７月31日) 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益に改善の兆しが見られるものの、雇用情勢に厳しさ

が残り、海外情勢にも不安要素やデフレの影響が存在し、なお不透明な状況が続いております。 

 こうした中、製薬業界におきましては、後発医薬品使用促進等の薬剤費抑制策の進展に加え、ブロッ

クバスターと呼ばれる画期的な大型新薬の創出が技術的に難しくなってきていることや、アンメット・

メディカル・ニーズ（未だ満たされていない医療ニーズ、未だ有効な治療法がない医療ニーズ）、2010

年問題（2010年前後に、大型医薬品の特許が一斉に切れる問題）等の諸問題に対応するため、創薬ベン

チャーの買収や新興国への販路拡大等、生き残りのための施策が矢継ぎ早に実施される状況となってお

ります。また、医療機関におきましては、厳しい財政状況の下、病院・診療科の統廃合等も見られ、経

営環境は厳しさを増しております。 

 このような環境の中、当社グループが主要事業とするＳＭＯ（治験施設支援機関）市場におきまして

は、ドラッグ・ラグの解消を目指した治験の早期化ニーズや国際共同治験の増加に伴って、コストの安

さや医療機関と製薬企業との調整といった従来からの要求に加え、少数の施設で多くの被験者を集め効

率的に治験を実施することや、アンメット・メディカル・ニーズを満たすニッチ領域の被験者を集める

ことができる提携医療機関の診療領域の豊富さ、大型治験の実施に際しても全国一律に対応することが

できる品質等が求められるようになってまいりました。 

当社グループは、こうした状況に対して、オフィスの統廃合、治験の迅速・効率的な実施を推進する

部署や今後増加が見込まれるがん領域の治験や臨床試験に特化した部署の新設等の施策を実施するとと

もに、子会社統合による間接部門の共通化、教育体制の充実等によりグループ経営基盤を強固にし、付

加価値と効率性の高い体制づくりに取り組みました。 

 また、医薬系システムの開発や運用に強く、自らもＣＲＯ（医薬品開発業務支援機関）事業を営むＩ

Ｔ企業の株式会社シーエーシー（東証一部）との間で2009年12月に資本・業務提携契約を締結し、これ

に基づき連携した営業展開による受注の拡大や最新の情報技術活用による治験業務の効率化を通じ、臨

床試験等の支援事業におけるトップ企業集団へと発展していくことを目的とした協業プロジェクトを始

動させました。 

当連結会計期間においては、受注案件の長期化等の理由により、連結売上高は対前年比微増に止まり

ました。また、原価率の高い案件の終了が多く見られたことや、第Ⅰ相試験の価格競争激化やこれに伴

う検査関係固定費の負担増加等により、売上原価率は上昇しました。一方、子会社統合による間接部門

の共通化等により、販売費及び一般管理費の抑制を図り、売上高営業利益率等の収益性の面では前年に

比べ改善が見られました。この結果、当連結会計期間の売上高は4,887百万円（前連結会計年度比1.3％

増）、連結営業利益は580百万円（前連結会計年度比36.7％増）、連結経常利益は566百万円（前連結会

計年度比35.3％増）、連結当期純利益は298百万円（前連結会計年度比19.0％増）となりました。 

  

②次期の見通し 

平成22年８月１日をもって、これまで個々に活動していたＳＭＯ事業子会社の株式会社綜合臨床サイ

エンスへの合併を通じた統合手続きが完了いたしました。今後は合併した各社のこれまでの経験・ノウ

ハウを一体化し、治験支援サービスの付加価値向上を全国規模で図ることにより、受注拡大、契約医療

機関との連携強化を進めてまいる考えです。また、綜合臨床サイエンスと当社との連携をより緊密なも

のとするため、両社に同一の経営トップを据え、経営体制の簡素化、間接部門の共通化を更に推進する

ことにより、機動的な事業展開を可能とするとともに、経費削減に継続的に取り組み、収益性の向上に

努めてまいります。 

 平成23年７月期の業績につきましては、連結売上高5,154百万円、連結営業利益767百万円、連結経常

利益754百万円、連結当期純利益328百万円を見込んでおります。 

  

（注）上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分 

  に不確定な要素を含んでおります。実際の業績は、業況の変化等により、上記予想数値と異な 

  る場合があります。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は7,707百万円となり、前連結会計年度と比較して136百万円減少い

たしました。主な資産の変動は、「受取手形及び売掛金」が166百万円、「仕掛品」が363百万円、「投

資有価証券」が90百万円増加したものの、「現金及び預金」が558百万円、「のれん」が101百万円、

「繰延税金資産」が83百万円減少したことによるものです。 

当連結会計年度末における負債3,538百万円となり、前連結会計年度末と比較して321百万円減少いた

しました。主な負債の変動は、「未払法人税等」が87百万円増加したものの、「短期借入金」が303百

万円、「前受金」が91百万円減少したことによるものです。 

当連結会計年度末における純資産は4,169百万円となり、前連結会計年度と比較して184百万円増加い

たしました。主な純資産の変動は、「自己株式」の取得により354百万円減少したものの、「当期純利

益」が298百万円、「自己株式」の処分により448百万円増加したことによるものです。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前連結会計年度に比べ

558百万円減の2,028百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、109百万円の収入（前連結会計年度 619百万円の収入）とな

りました。これは資金増加要因として税金等調整前当期純利益559百万円、減価償却費及びのれん償却

額180百万円があったものの、資金減少要因としてたな卸資産の増加額357百万円、売上債権の増加額

166百万円があったことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、230百万円の支出（前連結会計年度 72百万円の支出）とな

りました。これは資金減少要因として有形固定資産の取得48百万円、無形固定資産の取得59百万円、投

資有価証券の取得96百万円があったことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、437百万円の支出（前連結会計年度 823百万円の支出）とな

りました。これは資金増加要因として自己株式の処分448百万円があったものの、資金減少要因として

短期借入金の返済額300百万円、自己株式の取得354百万円があったことが主な要因であります。 
  

 
  
（注）１ 各指標は以下の計算式により算出しております。 
     自己資本比率：自己資本／総資産 
     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ２ いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
   ３ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式を除く)により算出 
     しております。 
   ４ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動による 
     キャッシュ・フロー」を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計 
     上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
     また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を 
     使用しております。 

(2) 財政状態に関する分析

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成18年７月期 平成19年７月期 平成20年７月期 平成21年７月期 平成22年７月期

自己資本比率(％) 66.9 57.7 46.7 47.0 50.7

時価ベースの自己資本比率
(％)

281.4 108.7 61.8 53.5 56.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

140 97.2 146.9 80.1 136.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

142.8 205.8 52.3 72.4 39.5
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当社は、治験を取り巻く環境の変化や業界再編等の今後予想される事態に、適切な対応を図り、事業

拡大を継続させることができるよう、財務基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対しては、業績に

応じて適正に利益配当することが重要であると考えております。 

 平成22年７月期の期末配当につきましては、１株当たり500円の普通配当を予定しております。な

お、第２四半期末におきまして500円の普通配当に加え200円の記念配当を行っておりますため、１株当

たりの年間配当は1,200円となる予定です。 

 また、平成23年７月期につきましては、１株当たり第２四半期末配当として500円、期末配当として

500円を予定しており、年間配当は1,000円となる予定です。なお、株主の皆様のご支援に応えるため、

業績によっては増配も積極的に検討してまいります。 

  

当社グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあり、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項と考えております。 

 なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、ここに掲げられている項目に限定されるものではあり

ません。 

①治験のグローバル化によるリスク 

世界の主要な製薬会社が画期的な新薬の開発に向け競争をしていることを背景とし、特にアジアを中

心とした海外諸国で治験を進める動きが顕著になってきております。製薬会社にとって、グローバルな

競争を意識し国内治験の効率を一層向上させることが当面の経営課題の一つになっていると考えられま

す。今後、治験のグローバル化が当社の予想を超えるスピードで進展し、その変化に対応するための有

効な手段を講じることができなかった場合、ビジネス機会喪失により競争力を損なうことが懸念されま

す。その場合、当社グループの将来の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

②ＳＭＯ事業に関する法的規制のリスク 

当社グループは、ＧＣＰ省令に準拠し業務を遂行しております。同省令をはじめとする関連法令に対

する遵法性に関しては管理を徹底しておりますが、仮にＳＭＯ事業において法令の遵守状況に問題があ

るケースが生じた場合、医療機関及び製薬企業からの信頼が損なわれ、当社グループの財政状態及び経

営成績に影響を与える可能性があります。 

  

③情報セキュリティリスク 

ＳＭＯは、実施医療機関との契約締結に当たっては、必ず「機密事項の遵守」の条項を設け、業務遂

行によって知り得た機密事項を他に開示、漏洩することを禁じております。 

 当社は、情報セキュリティマネジメントシステム規格ＩＳＭＳ適合性評価制度の認証を取得してお

り、保有する情報資産についてのセキュリティ管理体制につき継続的な改善を図っております。但し、

何らかの理由にて情報の流出が生じた場合には、当社グループの社会的信用が失墜し、将来の財政状態

および経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

④カットオフによるリスク 

治験は、その実施期間が長期に亘り、１年以上の期間を要するものが多数を占めております。契約金

額の大部分は、契約症例数に依存して決定されますが、実施症例数を予定通り確保できず、契約症例数

に満たない場合、売上高として計上される金額が契約金額を下回る場合があります。当社グループで

は、これを「カットオフ」と称しておりますが、多額のカットオフが生じた場合、当社グループの将来

の財政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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⑤事業成長が人材確保・育成に制約されるリスク 

当社グループは、薬剤師、看護師、臨床検査技師等、有資格者を中心に採用し、医学・薬学等の専門

的知識を有する人材の確保・育成に努めております。こうした人材の確保や教育研修を通じた育成が順

調に進まない場合、当社グループの財政状態及び経営成績、並びに当社グループの今後の事業成長に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥特定の人物への依存によるリスク 

当社グループは、権限の委譲や管理部門の人員拡充等により組織的対応の強化を進めておりますが、

創業者をはじめとして、医学・薬学等、専門的な知識を有し、多くの臨床試験の経験を積んだメンバー

の個人的能力に依存する部分も依然大きく、これらのメンバーが何らかの理由により業務遂行が困難と

なった場合、当社グループの発展に何らかの影響を与える可能性があります。 

  

  

  

㈱綜合臨床ホールディングス （2399） 平成22年７月期　決算短信

6



当連結会計期間中に、株式会社綜合臨床サイエンス及び株式会社ベルテールが合併し（存続会社は株式会

社綜合臨床サイエンス）、株式会社エビデンスセンターは、事業の全てを株式会社綜合臨床サイエンスに譲

渡し解散いたしました。この結果、当連結会計期間末の当社グループは、当社（株式会社綜合臨床ホールデ

ィングス）と子会社４社（株式会社綜合臨床サイエンス、株式会社あすも臨床薬理研究所、トライアルサポ

ート株式会社、株式会社アスモット）及び関連会社１社（株式会社東京健康管理センター）により構成され

ております。 

 当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

  

 
 （注） トライアルサポート株式会社は、平成22年８月１日付で株式会社綜合臨床サイエンスと 
    合併しました。 
    

2. 企業集団の状況

区分 会社名 事業内容 摘要

ＳＭＯ事業

 株式会社綜合臨床サイエンス
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治験事務
局業務及び臨床試験に関する一切の業務

 連結子会社

 株式会社あすも臨床薬理研究所
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治験事務
局業務及び臨床試験に関する一切の業務

 連結子会社

 トライアルサポート株式会社
（注）

ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治験事務
局業務及び臨床試験に関する一切の業務

 連結子会社

 株式会社アスモット ＣＲＣ業務
 非連結子会社
(持分法非適用会社）

 株式会社東京健康管理センター ＣＲＣ業務
 関連会社
(持分法非適用会社）
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当社グループは、新薬開発のための治験が実施されるにあたり、実際に治験が行われる医療現場を支

援することを目的に事業を開始し、これまで発展を遂げてまいりました。 

 治験は人を対象とする試験であることから、その実施に当たっては科学性と倫理性の確保が最優先さ

れなければなりません。また、重要な個人情報及び製薬企業の高度な機密情報を取り扱うことから、あ

らゆるリスクに耐えうる強固な情報セキュリティの確保も必要となります。 

 上記の要件を満たしつつ、治験の信頼性とスピードを重視した優れたソリューションを提供すること

で、当社はＳＭＯ業界のリーディングカンパニーとしての信頼を築いてまいりました。企業として高度

な社会的責任を果たしつつ国民医療の発展に貢献し、株主をはじめとするステークホルダーの皆様すべ

ての期待にお応えすることが、当社グループの経営基本方針であります。 

株主価値向上と安定した経営持続のため、連結ベースの株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上の

実現を中期的な経営目標としております。 

製薬会社の新薬開発傾向は、これまでの生活習慣病から癌や中枢神経系疾患など、治療法のない難治

性疾患領域へ移行してきております。これらの領域に対応できる体制を構築することにより、製薬企業

のニーズに応えてまいります。 

業務効率の向上を図るためこれまで別々に活動していたグループ内のＳＭＯ事業会社を合併いたしま

したが、ＳＭＯ事業のオペレーションについては、全国同一レベルの品質を維持しつつ、従来通り、地

域密着を基本方針にオフィスや事業拠点を展開し、製薬会社・治験実施医療機関の双方のニーズに的確

に応えてまいります。 

当連結会計期間中において、株式会社シーエーシーと資本業務提携を締結した他、学校法人北里研究

所グループ企業である株式会社アイ・ディー・ディーと業務提携を締結する等、ＣＲＯを中心としたパ

ートナーと緊密な関係を構築し、当社グループの事業強化、シェア拡大を図る基礎を構築致しました。

今後も、スピード感のある戦略遂行を実現するため、新たな提携先を求め、ＳＭＯ事業の強化及び周辺

事業の育成に努めてまいります。 

当社は提携医療機関の数においてＳＭＯ業界内でトップレベルを維持しております。この従来からの

強みを財産として生かしつつ、治験の進捗を管理し治験期間の早期化を図り、また少数の施設で多症例

を確保できるような仕組みづくりを積極的に展開し、治験を依頼する製薬メーカーのニーズに応えてま

いります。 

近年、市販後臨床試験や大規模臨床試験等、新しいタイプの案件が増えてきております。当社グルー

プは、こうした収益機会を逃さないよう柔軟に対応できる体制づくりに取り組んでまいります。 

当社は、医療現場を熟知した臨床医である会長及び副会長の豊富な経験を基礎として、医療機関のニ

ーズに応える新規事業の立ち上げに取組み、「綜合医療サービス支援企業」へと発展することを目指し

ております。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

①アンメット・メディカル・ニーズへの対応

②地域戦略の推進

③戦略的アライアンスの推進

④治験効率向上に向けた仕組みづくり

⑤市販後臨床試験、大規模臨床試験に向けた取り組み

⑥新規事業への取り組み

㈱綜合臨床ホールディングス （2399） 平成22年７月期　決算短信

8



  

当社グループは、平成17年以降、地域密着のＳＭＯ会社を買収し、傘下に入れることによってＳＭＯ

市場におけるシェア拡大を実現してまいりましたが、平成21年６月の株式会社綜合臨床薬理研究所とハ

イクリップス株式会社の合併（株式会社綜合臨床薬理研究所が存続会社、社名を株式会社綜合臨床サイ

エンスに変更）を皮切りに、事業子会社の統合作業をスタートさせ、平成21年９月の株式会社エビデン

スセンターの事業譲渡及び解散、平成21年11月の株式会社ベルテールの合併を経て、平成22年８月１日

付のトライアルサポート株式会社の合併により、一連の手続きが完了致しました。 

 こうした統合により、全国規模で同一水準の付加価値の高い治験支援サービスの提供が可能となり、

製薬会社や医療機関に対する当社グループの信用を高め、業界内における地位を揺るぎないものとする

体制づくりが整ったものと考えております。また、子会社統合による経営体制の簡素化、間接部門の共

通化によって、コスト削減が実現され、今後も体制の見直しを継続的に行うことにより企業体質の強化

を進める契機となりました。 

 しかしながら、わが国における治験を取り巻く環境は、ここ数年の間に厳しいものへと変化してきて

おります。ＳＭＯ専業の当社グループとしては、生き残りを賭けて、更なる施策を実施する必要を感じ

ており、既に新たな取り組みをスタートさせております。 

 平成21年12月に、株式会社シーエーシーと資本業務提携契約を締結し、また、株式会社アイ・ディ

ー・ディーとも業務提携契約を締結した他、国際的に活動する外資系ＣＲＯとも業務提携致しました。

こうした提携関係に基づき、当社グループがカバーしていない分野・領域を補完するとともに、当社グ

ループの強みを更に発揮することによって新たな価値を産み出し、競合企業に対する優位性を確立して

まいる考えです。そのためには、更に新たな提携先も求め、これまでにない革新的なビジネスモデルの

構築にも積極的に取り組んでいく必要があると考えております。 

 また、ＳＭＯ市場における優位性を更に高めるため、引き続きＭ＆Ａにも積極的に取り組むととも

に、品質の向上を図り、コスト競争力を高める必要から、更に企業体質の強化を図っていく必要がある

と考えております。 

 現時点においては、今後の展開に向けた最低限の基礎固めが完了した段階であると考えておりますの

で、次期以降、その具体的な成果を出していくことが最大の課題であると認識しております。 

該当事項はありません。 

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,699,572 2,141,275

受取手形及び売掛金 430,694 597,081

商品 8,787 2,060

仕掛品 2,137,564 2,500,686

繰延税金資産 200,866 122,758

その他 216,106 195,534

貸倒引当金 △5,604 △2,391

流動資産合計 5,687,987 5,557,006

固定資産   

有形固定資産   

建物 133,610 132,583

減価償却累計額 △62,836 △63,848

建物（純額） 70,773 68,735

その他 242,290 234,980

減価償却累計額 △189,240 △194,719

その他（純額） 53,049 40,260

有形固定資産合計 123,823 108,996

無形固定資産   

のれん 1,750,081 1,648,947

その他 73,651 93,309

無形固定資産合計 1,823,732 1,742,256

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  12,100 ※1  102,350

繰延税金資産 17,659 12,476

その他 184,782 190,501

貸倒引当金 △6,000 △6,000

投資その他の資産合計 208,541 299,327

固定資産合計 2,156,098 2,150,580

資産合計 7,844,085 7,707,586
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,167 7,586

短期借入金 ※2  322,010 18,848

未払法人税等 70,052 157,986

前受金 2,653,622 2,562,146

賞与引当金 83,153 78,492

受注損失引当金 62,838 101,185

事務所移転費用引当金 21,248 －

その他 439,364 462,489

流動負債合計 3,664,456 3,388,734

固定負債   

長期借入金 174,248 130,366

退職給付引当金 17,948 －

その他 3,255 19,384

固定負債合計 195,453 149,751

負債合計 3,859,909 3,538,486

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,364,517 1,364,517

資本剰余金 1,640,117 1,658,366

利益剰余金 798,635 926,016

自己株式 △116,201 △40,710

株主資本合計 3,687,069 3,908,189

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － △2,669

評価・換算差額等合計 － △2,669

新株予約権 22,923 －

少数株主持分 274,183 263,579

純資産合計 3,984,175 4,169,100

負債純資産合計 7,844,085 7,707,586
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 4,826,224 4,887,151

売上原価 ※4  2,791,206 ※4  2,870,157

売上総利益 2,035,017 2,016,994

販売費及び一般管理費 ※1  1,610,437 ※1  1,436,508

営業利益 424,579 580,485

営業外収益   

受取利息 5,103 1,915

受取配当金 112 －

経営指導料 － 1,200

還付加算金 239 1,924

業務委託費返戻金 4,571 －

未払配当金除斥益 － 1,196

雑収入 2,731 1,275

営業外収益合計 12,757 7,512

営業外費用   

支払利息 8,700 3,483

投資有価証券売却損 9,027 －

支払手数料 － 16,428

雑損失 516 1,177

営業外費用合計 18,244 21,089

経常利益 419,092 566,908

特別利益   

前期損益修正益 ※5  7,145 ※5  365

貸倒引当金戻入額 － 1,813

新株予約権戻入益 － 27,602

固定資産売却益 － ※2  653

投資有価証券売却益 5,299 －

特別利益合計 12,445 30,434

特別損失   

前期損益修正損 ※6  23,664 －

固定資産売却損 ※7  136 －

固定資産除却損 ※3  4,466 ※3  1,874

リース解約損 6,841 1,129

事務所移転費用 3,131 34,956

事務所移転費用引当金繰入額 21,248 －

その他 111 －

特別損失合計 59,600 37,960

税金等調整前当期純利益 371,936 559,382

法人税、住民税及び事業税 92,390 164,835

過年度法人税等 － 8,319

法人税等調整額 △6,042 85,122

法人税等合計 86,348 258,277

少数株主利益 34,975 2,825

当期純利益 250,612 298,279
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,364,517 1,364,517

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,364,517 1,364,517

資本剰余金   

前期末残高 1,640,117 1,640,117

当期変動額   

自己株式の処分 － 18,248

当期変動額合計 － 18,248

当期末残高 1,640,117 1,658,366

利益剰余金   

前期末残高 655,762 798,635

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 250,612 298,279

当期変動額合計 142,872 127,381

当期末残高 798,635 926,016

自己株式   

前期末残高 － △116,201

当期変動額   

自己株式の取得 △116,201 △354,660

自己株式の処分 － 430,151

当期変動額合計 △116,201 75,490

当期末残高 △116,201 △40,710

株主資本合計   

前期末残高 3,660,398 3,687,069

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 250,612 298,279

自己株式の取得 △116,201 △354,660

自己株式の処分 － 448,400

当期変動額合計 26,670 221,120

当期末残高 3,687,069 3,908,189
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △269 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 269 △2,669

当期変動額合計 269 △2,669

当期末残高 － △2,669

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △269 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 269 △2,669

当期変動額合計 269 △2,669

当期末残高 － △2,669

新株予約権   

前期末残高 9,294 22,923

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,628 △22,923

当期変動額合計 13,628 △22,923

当期末残高 22,923 －

少数株主持分   

前期末残高 284,726 274,183

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,543 △10,603

当期変動額合計 △10,543 △10,603

当期末残高 274,183 263,579

純資産合計   

前期末残高 3,954,150 3,984,175

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 250,612 298,279

自己株式の取得 △116,201 △354,660

自己株式の処分 － 448,400

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,355 △36,196

当期変動額合計 30,025 184,924

当期末残高 3,984,175 4,169,100
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 371,936 559,382

減価償却費 98,650 78,922

のれん償却額 100,538 101,134

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,199 △3,213

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,818 △4,660

受注損失引当金の増減額（△は減少） 21,052 38,347

事務所移転費用引当金の増減額（△は減少） 21,248 －

受取利息及び受取配当金 △5,215 △1,915

支払利息 8,700 3,483

新株予約権戻入益 － △27,602

投資有価証券売却損益（△は益） 3,727 －

前期損益修正損益（△は益） 16,519 △365

固定資産売却損益（△は益） 136 △653

固定資産除却損 4,466 1,874

リース解約損 6,841 1,129

売上債権の増減額（△は増加） 60,655 △166,386

たな卸資産の増減額（△は増加） △433,532 △357,040

仕入債務の増減額（△は減少） △6,270 △4,580

未収消費税等の増減額（△は増加） 2,834 5,971

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,314 △19,122

前受金の増減額（△は減少） 625,051 △91,476

その他 △24,005 37,368

小計 866,040 150,596

利息及び配当金の受取額 5,221 1,734

利息の支払額 △8,560 △2,767

リース解約損の支払額 △4,679 △1,935

法人税等の支払額 △274,253 △166,980

法人税等の還付額 36,074 128,695

営業活動によるキャッシュ・フロー 619,842 109,342

㈱綜合臨床ホールディングス （2399） 平成22年７月期　決算短信

15



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △21,342 △48,415

有形固定資産の売却による収入 142 －

無形固定資産の取得による支出 △8,124 △59,733

投資有価証券の取得による支出 － △96,750

投資有価証券の売却による収入 10,674 2,000

子会社株式の取得による支出 △48,422 －

貸付けによる支出 － △25,427

敷金及び保証金の回収による収入 － 90,141

敷金及び保証金の差入による支出 － △92,189

その他 △5,265 △24

投資活動によるキャッシュ・フロー △72,337 △230,399

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300,000 △300,000

長期借入金の返済による支出 △275,774 △47,043

自己株式の取得による支出 △116,574 △354,660

自己株式の処分による収入 － 448,400

配当金の支払額 △107,881 △170,532

少数株主への配当金の支払額 △23,738 △13,429

財務活動によるキャッシュ・フロー △823,969 △437,266

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △276,464 △558,322

現金及び現金同等物の期首残高 2,863,677 2,587,212

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,587,212 ※1  2,028,890
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該当事項はありません。 

  

 
  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  

    ５社  

   連結子会社の名称  

   株式会社綜合臨床サイエンス 

   株式会社エビデンスセンター 

   株式会社あすも臨床薬理研究所 

   株式会社ベルテール  

   トライアルサポート株式会社  

  

 ハイクリップス株式会社は、平成21

年７月１日付で当社の連結子会社であ

る株式会社綜合臨床薬理研究所に吸収

合併されました。 

 なお、株式会社綜合臨床薬理研究所

は、平成21年７月１日付で株式会社綜

合臨床サイエンスに商号変更しており

ます。 

(1)連結子会社の数  

    ３社  

   連結子会社の名称  

   株式会社綜合臨床サイエンス 

   株式会社あすも臨床薬理研究所 

   トライアルサポート株式会社  

  

 

  

 株式会社ベルテールは、平成21年11

月１日付で当社の連結子会社である株

式会社綜合臨床サイエンスに吸収合併

されたため、株式会社エビデンスセン

ターは、平成21年12月10日付で清算結

了したため、それぞれ連結の範囲から

除外しております。

(2)主要な非連結子会社の名称等 

  株式会社アスモット 

(連結の範囲から除いた理由） 

 株式会社アスモットについては、小

規模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から除外してお

ります。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

     同左  

(連結の範囲から除いた理由）  

     同左 

２ 持分法の適用に関する事項 (1)持分法を適用した非連結子会社及 

  び関連会社の数  

    該当事項はありません。

(1)持分法を適用した非連結子会社及 

  び関連会社の数  

     同左 

(2)持分法非適用の非連結子会社及び 

  関連会社の名称 

    株式会社アスモット 

   株式会社東京健康管理センター 

    ＨＭＲ株式会社 

（理由） 

 当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないために

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

(2)持分法非適用の非連結子会社及び 

  関連会社の名称

   株式会社アスモット 

   株式会社東京健康管理センター

 

（理由）

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日 

と一致しております。
同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

 非連結子会社株式及び持分法

非適用関連会社株式について

は、移動平均法による原価法 

 

① 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

 

  

 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法

   時価のないもの 

同左

② たな卸資産 

   商品

 総平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により

算定）

② たな卸資産 

   商品

同左

   仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算

定）

   仕掛品 

同左 

   貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法

により算定）

   貯蔵品 

同左 
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

① 有形固定資産

   定率法を採用しております。
   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。
    建物      ３～18年
    車両運搬具   ３年
    工具器具備品  ３～20年

① 有形固定資産

     同左
  

    

② 無形固定資産 

   定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

② 無形固定資産 

     同左

 (3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

① 貸倒引当金 

     同左

② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。

② 賞与引当金 

     同左

③ 受注損失引当金 

  受注契約に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末における

受注契約に係る損失見込額を計上し

ております。 

③ 受注損失引当金 

     同左

④ 退職給付引当金 

  一部の連結子会社では、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。な

お、退職給付債務の見込額は、簡便

法(退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法)

により計算しております。

④ 退職給付引当金 

     同左 

  

 

  

 

  

 

 

（追加情報）

  株式会社ベルテールでは、退職金

規程に基づく退職一時金制度を採用

しておりましたが、当社連結子会社

である株式会社綜合臨床サイエンス

を存続会社とする吸収合併を行った

際、退職金制度を廃止いたしまし

た。

⑤ 事務所移転費用引当金 

  事務所移転に伴い発生する損失に

備えるため、合理的に見積もること

の出来る額を計上しております。

──────
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

 (4) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

① 収益及び費用の計上基準

 売上高計上基準

  ＳＭＯ事業収入及びその他の事業

収入については、いずれも完成基準

を適用しております。

① 収益及び費用の計上基準

同左

 

② 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

については、税抜方式によっており

ます。

② 消費税等の会計処理 

同左

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評 

 価方法は、全面時価評価法によっ 

 ております。

同左

６ のれんの償却に関する事項   のれん勘定は20年で均等償却して

おります。 

 

同左

７ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得 

 日から３ヶ月以内に満期日の到来 

 する流動性の高い、容易に換金可 

 能であり、かつ、価値の変動につ 

 いて僅少なリスクしか負わない短 

 期的な投資であります。 

 

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

 従来、棚卸資産については、主として原価法によ

っておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成18年７月５日 企業会計基準第９号）が適用さ

れたことに伴い、原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は、それぞれ11,014千円減少しておりま

す。

──────

 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当連結会計年度より「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 なお、リース取引開始日がリース取引会計基準の

改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。これによる当連結会計年度の営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益への影響はありませ

ん。

──────
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平

成20年８月７日内閣府令第50号）が適用となったことに

伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「商品」、

「仕掛品」及び「その他」に区分掲記しております。な

お、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品」、「仕掛品」及び「その他」は、それぞれ5,039千

円、1,707,744千円、282千円であります。

（連結損益計算書） 

(1) 前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」 

 に含めて表示しておりました「未払配当金除斥益」 

 は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分 

 掲記しております。なお、前連結会計年度の「雑収 

 入」に含まれる「未払配当金除斥益」は、800千円で 

 あります。 

 

(2) 前連結会計年度において、「法人税、住民税及び事 

 業税」に含めて表示しておりました「過年度法人税  

 等」は、金額的重要性が増したため区分掲記しており 

 ます。なお、前連結会計年度の「法人税、住民税及び 

 事業税」に含まれる「過年度法人税等」は、1,412千 

 円であります。
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【追加情報】

前連結会計年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

（連結子会社同士の合併）

 当社は、平成21年４月30日開催の取締役会において、

連結子会社である株式会社綜合臨床薬理研究所、株式会

社ベルテール、トライアルサポート株式会社の合併を決

議いたしました。なお、株式会社綜合臨床薬理研究所

は、平成21年７月１日付で株式会社綜合臨床サイエンス

に商号変更しております。

──────

１．結合当事企業の名称及びその事業内容、合併期日、 

 企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目的 

 を含む取引の概要及び実施する会計処理の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業内容

名称 事業内容

合併存続会社
株式会社綜合臨床サイ
エンス

ＳＭＯ（治験施設支
援機関）事業

合併消滅会社

株式会社ベルテール
ＳＭＯ（治験施設支
援機関）事業

トライアルサポート株
式会社

ＳＭＯ（治験施設支
援機関）事業

(2) 合併期日 

 株式会社ベルテールに係る合併期日は、平成21年11月

１日の予定です。なお、当社は、トライアルサポート株

式会社に係る合併期日を、当初平成21年11月１日として

おりましたが、基幹システム等の統合に見込み以上の期

間が要することが判明したため、平成21年７月30日開催

の取締役会において、平成22年８月１日に延期すること

を決議いたしました。

(3) 企業結合の法的形式 

 株式会社綜合臨床サイエンスを存続会社とする吸収合

併方式によります。これに伴い、株式会社ベルテールは

平成21年11月１日付で、トライアルサポート株式会社は

平成22年８月１日付で解散いたします。

(4) 結合後企業の名称 

 株式会社綜合臨床サイエンス

(5) 取引の目的を含む取引の概要 

 昨今のＳＭＯ（治験施設支援機関）市場の競争激化に

対応することに加えて、効率性をますます重視し、質・

量ともに確保できる委託者選別の動きを強める製薬会社

のニーズにより的確に応え、治験実施医療機関へのサポ

ートをより充実したものにするためには、中規模ＳＭＯ

子会社が個々に活動するよりも、一体化したＳＭＯ企業

として活動することが、機動的かつ効率的に事業を展開

できるとの考えから、ＳＭＯ事業を行う連結子会社を合

併することといたしました。

(6) 実施する会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に定める共

通支配下の取引等に該当し、これに基づく会計処理を実

施する予定です。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年７月31日)

当連結会計年度 
(平成22年７月31日)

 

※１   非連結子会社及び関連会社に対するものは、

次のとおりであります。
    投資有価証券（株式） 12,100千円

※２  運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。当該

契約に基づく当連結会計年度末の借入金未実行

残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

      
──────

 

※１   非連結子会社及び関連会社に対するものは、次

のとおりであります。
   投資有価証券（株式）  10,100千円

 ２   運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。当該契

約に基づく当連結会計年度末の借入金未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越限度額 1,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,000,000千円

     
 ３ 保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、

当社と連結子会社である株式会社あすも臨床薬理

研究所は、債務保証を行っております。 

 合同会社クリニサーチ   110,000千円    
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

  役員報酬         254,669千円

  給料・賞与        579,560千円

  賞与引当金繰入額     17,987千円

  退職給付費用          1,682千円

  貸倒引当金繰入額        1,199千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

 役員報酬          195,419千円

 給料・賞与         563,559千円

 賞与引当金繰入額      14,207千円

 退職給付費用           422千円

 

※２        ──────

 

※２ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま  
   す。

 工具、器具及び備品         111千円

 ソフトウェア          542千円  

    計          653千円  

 

※３ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま
   す。

  建物      578千円

  工具、器具及び備品     1,687千円

  ソフトウェア     2,101千円

  その他       98千円

     計     4,466千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま
   す。

 建物         1,165千円

 工具、器具及び備品        163千円

 ソフトウェア        545千円

    計      1,874千円

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後
   の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原 
   価に含まれております。

   11,014千円

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後
   の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原 
   価に含まれております。

     1,126千円

 

※５ 前期損益修正益の内訳は以下のとおりでありま
   す。

  前期売上原価修正額     4,851千円

  印紙税過誤納還付金     2,294千円

     計     7,145千円
 

※５ 前期損益修正益の内訳は以下のとおりでありま
   す。

印紙税過誤納還付金       365千円

    

 

※６ 前期損益修正損の内訳は以下のとおりでありま
   す。

  前期売上原価計上不足額  14,544千円

  前期売上高修正額    9,120千円

     計   23,664千円

──────

※７ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま
   す。

  車 両      136千円

──────
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 前連結会計年度（自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日）  
  

 １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                      （単位：株） 

 
 (注) 普通株式の自己株式4,000株の増加は、平成20年９月12日開催の取締役会の決議に基づき、平成20年 

   ９月16日から平成21年１月６日において自己株式1,000株の取得を行い、また、平成21年３月16日開催 

   の取締役会の決議に基づき、平成21年３月17日に自己株式3,000株の追加取得を行ったものであります。 

  

 ２ 新株予約権等に関する事項 

  

 
 （注）ストック・オプションとしての新株予約権の内容につきましては、（ストック・オプション等関係） 

    に記載しております。 

  

 ３ 配当に関する事項 

   （1）配当金支払額 

 
      

  （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と 
      なるもの 

     平成21年10月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

 普通株式（株） 107,740 － － 107,740

 合計 107,740 － － 107,740

自己株式

 普通株式（株） － 4,000 － 4,000

 合計 － 4,000 － 4,000

区分 内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）前連結会計

年度末
増加 減少

当連結会計 
年度末

提出会社
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 22,923

決議 株式の種類
配当金の

 総額（千円）
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成20年10月23日
定時株主総会

普通株式 107,740 1,000
平成20年
７月31日

平成20年 
10月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

 総額（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年 
10月22日 

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 103,740 1,000

平成21年
 ７月31日

平成21年 
10月23日
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 当連結会計年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日）  
  

 １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                      （単位：株） 

 
 (注)1. 普通株式の自己株式8,742株の増加は、平成21年９月17日開催の取締役会決議に基づく自己株式 

    7,800株の取得及び、平成22年６月24日開催の取締役会の決議に基づく自己株式942株の取得であり 

    ます。 

   2. 普通株式の自己株式11,800株の減少は、平成22年３月19日開催の取締役会決議に基づく第三者割 

    当の方法による自己株式の処分であります。 

  

 ２ 新株予約権等に関する事項 

  付与対象者全員の権利放棄により、平成21年12月に全て消滅したため、該当事項 
  はありません。 

  

 ３ 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
(注) １株当たり配当額の内訳  普通配当500円00銭 創立20周年記念配当200円00銭 

  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と 
    なるもの 

平成22年10月21日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

 普通株式（株） 107,740 ― ― 107,740

 合計 107,740 ― ― 107,740

自己株式

 普通株式（株） 4,000 8,742 11,800 942

 合計 4,000 8,742 11,800 942

決議 株式の種類
配当金の

 総額（千円）
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成21年10月22日
定時株主総会

普通株式 103,740 1,000
平成21年
７月31日

平成21年 
10月23日

平成22年３月４日
取締役会

普通株式 67,158 (注)   700
平成22年
１月31日

平成22年 
４月13日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の

 総額（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年 
10月21日 

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 53,399 500

平成22年
 ７月31日

平成22年 
10月22日
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前連結会計年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の合計に占めるＳＭＯ事業の割合が 

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び資産の合計に占めるＳＭＯ事業の割合が 

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,699,572千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

△112,360千円

現金及び現金同等物 2,587,212千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,141,275千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

△112,384千円

現金及び現金同等物 2,028,890千円

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年７月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっており、その内容は次のとおりであります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年７月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっており、その内容は次のとおりであります。

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

有形固定資産 
 「その他」

11,326千円 6,557千円 4,768千円

  合 計 11,326千円 6,557千円 4,768千円

 

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

有形固定資産
 「その他」

5,100千円 1,870千円 3,230千円

 合 計 5,100千円 1,870千円 3,230千円

 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が未

経過リース料期末残高及び有形固定資産等の期末

残高に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が未

経過リース料期末残高及び有形固定資産等の期末

残高に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,642千円
１年超 3,230千円
合計 4,872千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,020千円
１年超 2,210千円
合計 3,230千円

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が未経過リース料期末残高及び有形固

定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

 

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が未経過リース料期末残高及び有形固

定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

  支払リース料 2,636千円
  減価償却費相当額 2,636千円

 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

 支払リース料 1,538千円
 減価償却費相当額 1,538千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

      同左

㈱綜合臨床ホールディングス （2399） 平成22年７月期　決算短信

29



前連結会計年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

１．関連当事者との取引 

  関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   (1) 親会社情報 

  該当事項はありません。 

   (2) 重要な関連会社の要約財務諸表 

  該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

１．関連当事者との取引 

  関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   (1) 親会社情報 

  該当事項はありません。 

   (2) 重要な関連会社の要約財務諸表 

  該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年７月31日)

当連結会計年度 
(平成22年７月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

 
 繰延税金資産

 未実現損益の消去に伴う修正 4,757千円

 仕掛品評価損 4,626千円

 貸倒引当金 4,676千円

 減価償却費 4,667千円

 投資有価証券評価損 11,678千円

 未払費用 8,838千円

 未払事業税 5,219千円

 賞与引当金 34,421千円

 受注損失引当金 26,000千円

 事務所移転費用引当金 8,645千円

 退職給付引当金 7,448千円

 株式報酬費用 4,456千円

 税務上の繰越欠損金 153,922千円

 その他 5,506千円

繰延税金資産小計 284,865千円

 評価性引当額 △59,879千円

繰延税金資産合計 224,986千円

繰延税金負債

 未収事業税 △5,278千円

 その他 △1,183千円

繰延税金負債小計 △6,461千円

繰延税金資産の純額又は繰延税金
負債の純額（△）

218,526千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

未実現損益の消去に伴う修正 4,679千円

貸倒引当金 3,431千円

減価償却費 3,017千円

投資有価証券評価損 11,678千円

未払費用 12,854千円

未払事業税 13,056千円

賞与引当金 32,402千円

受注損失引当金 41,253千円

長期未払金 7,091千円

その他有価証券評価差額金 1,831千円

税務上の繰越欠損金 19,630千円

その他 5,630千円

繰延税金資産小計 156,557千円

評価性引当額 △18,411千円

繰延税金資産合計 138,145千円

繰延税金負債

未収事業税 △1,132千円

その他 △1,779千円

繰延税金負債小計 △2,911千円

繰延税金資産の純額又は繰延税金
負債の純額（△）

135,234千円

 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.7％

（調整）

住民税均等割 2.3％

のれん償却額 11.0％

評価性引当額の増減 △13.0％

繰越欠損金の利用 △21.9％

未実現利益 2.9％

子会社税率差異 0.5％

過年度法人税等 0.4％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.2％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

住民税均等割 3.9％

のれん償却額 7.4％

評価性引当額の増減 0.9％

未実現利益 △0.8％

過年度法人税等 1.5％

関係会社清算損 △8.1％

役員報酬 0.3％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.2％
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当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

  

 １ 金融商品の状況に関する事項 

   (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しております。また、資

金調達については、金融機関からの借入による方針です。 

  

   (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。ま

た、取引先企業の金融機関からの借入金に対して債務保証を行っておりますが、債務保証先の財務状

況を確認することで信用リスクを管理しております。 

投資有価証券は、主に資本・業務提携等に基づき保有する株式であり、市場価格の変動リスク及び

発行体の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況

等を把握することで、減損懸念等保有リスクの軽減を図っております。 

営業債務である買掛金及び未払法人税等は、ほとんど１年以内の支払期日であります。長期借入金

は、長期運転資金に係る資金調達であり全て固定金利であります。営業債務や借入金は、流動性リス

クに晒されておりますが、当社グループでは各社が資金繰計画の作成や手元流動性を高めるなどの方

法により流動性リスクの軽減を図っております。なお、当社は運転資金の一時的な増加に備えるた

め、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

  

   (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明  

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

詳細につきましては（注２）をご参照ください。 

(単位：千円) 

 
 (※１)投資有価証券には、関係会社株式及び下記に記載の(注２)の非上場株式は含めておりません。 

(金融商品関係)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１)現金及び預金 2,141,275 2,141,275 ―

(２)受取手形及び売掛金 597,081

貸倒引当金 △2,391

594,690 594,690 ―

(３)投資有価証券(※１) 92,250 92,250 ―

資産計 2,828,215 2,828,215 ―

(１)買掛金 7,586 7,586 ―

(２)未払法人税等 157,986 157,986 ―

(３)長期借入金 149,215 142,888 6,326

負債計 314,787 308,460 6,326
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項 

資産 

(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(３)投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負債 

(１)買掛金、(２)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(３)長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。なお、長期借入金には１年内返済予定長期借入金を含

めて記載しております。 

  

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(単位：千円) 

 
上記については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(３)投資有価証券」には含めておりません。 

  

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 
  

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

(単位：千円) 

 
  

（追加情報） 

 当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10

日)を適用しております。 

  

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 0

関係会社株式 10,100

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 2,141,275 ― ― ―

受取手形及び売掛金 597,081 ― ― ―

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

長期借入金 18,848 75,393 54,973 ―
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前連結会計年度（自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日） 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

  
 ２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

 ３ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当連結会計年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

 1 その他有価証券 

 
  

 ２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

      該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

 当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

  

当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

 当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

  

(有価証券関係)

    該当事項はありません。

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

10,674 5,299 9,027

内 容 連結貸借対照表計上額（千円）

 その他有価証券

  非上場株式 0

  関係会社株式 12,100

区 分 種類
連結貸借対照表 

計上額（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 92,250 96,750 △4,500

(2)債券 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

合 計 92,250 96,750 △4,500

(デリバティブ取引関係)
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(退職給付関係)

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日)

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 

  至 平成22年７月31日）

 １ 採用している退職給付制度の概要  １ 採用している退職給付制度の概要

   一部の連結子会社は退職給付の制度として、退

職一時金制度を採用しております。

  （追加情報）

   当社は、前払退職金制度を採用しており、退職

時点の自己都合要支給額又は期末時点の自己都合

要支給額から前連結会計年度末までの支給額を差

し引いた額を退職時又は期末に退職手当として支

給する制度であります。

     同左 

 

  （追加情報）

   株式会社ベルテールでは、退職金規程に基づく退

職一時金制度を採用しておりましたが、当社連結子

会社である株式会社綜合臨床サイエンスを存続会社

とする吸収合併を行った際、退職金制度を廃止いた

しました。

 ２ 退職給付債務に関する事項

  (1) 退職給付債務          17,948千円

  (2) 退職給付引当金          17,948千円

 ２ 退職給付債務に関する事項

  (1) 退職給付債務            ───

  (2) 退職給付引当金            ───

 ３ 退職給付費用に関する事項

    退職給付費用         10,680千円

 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

    退職給付債務については、簡便法（退職給付に 

 係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする 

 方法）により計算しております。

 ３ 退職給付費用に関する事項

    退職給付費用            422千円

 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

     同左
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前連結会計年度（自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費    13百万円 
  
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

   
（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

     ２ 新株予約権発行時において当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であった 
      者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であ 
      ることを要します。ただし、任期満了による退任、会社都合による退職、その他当社 
      取締役会の承認を得た場合はこの限りではありません。  
  
 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況  

    当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション 

   の数については、株式数に換算して記載しております。  

  ① ストック・オプションの数 

 
  
  ② 単価情報 

 
  

(ストック・オプション等関係)

 会社名  提出会社  提出会社

 名称  第３回新株予約権  第４回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数

  当社取締役 ７名 

  当社監査役 ３名 

  当社従業員 27名 

  当社完全子会社以外の子会社 

  の取締役  １名 

  社外協力者 13名

  当社取締役 ５名 

  当社従業員 15名 

  当社子会社の取締役 

        ６名 

  当社子会社の従業員 

        13名

 ストック・オプションの数 

 （注）１

 普通株式 

 992株

 普通株式 

 1,500株

 付与日  平成17年12月22日  平成19年12月17日

 権利確定条件  （注）２  （注）２

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。  同左

 権利行使期間
 平成18年11月1日から平成23年 

 10月31日まで

 平成21年12月17日から平成24年 

 12月16日まで

 会社名  提出会社  提出会社

 名称  第３回新株予約権  第４回新株予約権

 付与日  平成17年12月22日  平成19年12月17日

 権利確定前（株）  

  前連結会計年度末 － 1,485

  付与 － －

  失効 － 15

  権利確定 － －

  未確定残 － 1,470

 権利確定後（株）

  前連結会計年度末 930 －

  権利確定 － －

  権利行使 － －

  失効 6 －

  未行使残 924 －

 名称  第３回新株予約  第４回新株予約権

 権利行使価格（円） 282,293 63,105

 権利行使時の平均株価（円） － －

 付与日における公正な評価単価 

           （円）
－ 18,777
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３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる 

方法を採用しております。 

  

当連結会計年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費   ４百万円 

   

２．権利放棄による失効により利益として計上した金額及び科目名 

  特別利益         27百万円 

   

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

 
（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

     ２ 新株予約権発行時において当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であった 
      者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であ 
      ることを要します。ただし、任期満了による退任、会社都合による退職、その他当社 
      取締役会の承認を得た場合はこの限りではありません。  
  
  
 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況  

    当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション 

   の数については、株式数に換算して記載しております。  

  ① ストック・オプションの数 

 
（注）付与対象者全員の権利放棄により、平成21年12月に全て消滅しております。 

 会社名  提出会社  提出会社

 名称  第３回新株予約権  第４回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数

  当社取締役 ７名 

  当社監査役 ３名 

  当社従業員 27名 

  当社完全子会社以外の子会社 

  の取締役  １名 

  社外協力者 13名

  当社取締役 ５名 

  当社従業員 15名 

  当社子会社の取締役 

        ６名 

  当社子会社の従業員 

        13名

 ストック・オプションの数 

 （注）１

 普通株式 

 992株

 普通株式 

 1,500株

 付与日  平成17年12月22日  平成19年12月17日

 権利確定条件  （注）２  （注）２

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。  同左

 権利行使期間
 平成18年11月1日から平成23年 

 10月31日まで

 平成21年12月17日から平成24年 

 12月16日まで

 会社名  提出会社  提出会社

 名称  第３回新株予約権  第４回新株予約権

 付与日  平成17年12月22日  平成19年12月17日

 権利確定前（株）  

  前連結会計年度末 － 1,470

  付与 － －

  失効 － 1,470

  権利確定 － －

  未確定残 － －

 権利確定後（株）

  前連結会計年度末 924 －

  権利確定 － －

  権利行使 － －

  失効 924 －

  未行使残 － －
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  ② 単価情報 

 
（注）付与対象者全員の権利放棄により、平成21年12月に全て消滅しております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる 

方法を採用しております。 

  

  

 名称  第３回新株予約  第４回新株予約権

 権利行使価格（円） 282,293 63,105

 権利行使時の平均株価（円） － －

 付与日における公正な評価単価 

           （円）
－ 18,777
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前連結会計年度（自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日） 

（株式会社綜合臨床サイエンスとハイクリップス株式会社の合併） 

 当社の連結子会社である株式会社綜合臨床サイエンスとハイクリップス株式会社は、平成21年７ 

 月１日付で合併いたしました。 

 １ 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を 

  含む取引の概要 

  (1) 結合当事企業の名称 

     株式会社綜合臨床サイエンス：合併会社 

     ハイクリップス株式会社  ：被合併会社 

  (2) 事業の内容 

     株式会社綜合臨床サイエンス：ＳＭＯ事業 

     ハイクリップス株式会社  ：ＳＭＯ事業 

  (3) 企業結合の法的形式：株式会社綜合臨床サイエンスを存続会社とする吸収合併方式 

  (4) 結合後企業の名称：株式会社綜合臨床サイエンス 

  (5) 取引の目的を含む取引の概要 

     依頼者である製薬企業のニーズにより的確に応え、治験実施医療機関へのサポートをより 

    充実したものにするためには、一体となったＳＭＯ企業として活動することが機動的かつ効 

    率的であると判断したためであります。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基 

   準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成19年11月 

   15日企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っており 

   ます。すべて内部取引として消去しておりますので当該会計処理が連結財務諸表に与える影響 

   はありません。 

  

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 

    株式会社綜合臨床サイエンスがハイクリップス株式会社を吸収合併するに際し、当社は同社 

   を完全子会社とするため、少数株主から48,422千円で取得致しました。この結果、のれん 

   26,641千円が発生しております。なお、のれんは20年間で均等償却しております。 

  

(企業結合等関係)
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当連結会計年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

（株式会社エビデンスセンターから株式会社綜合臨床サイエンスへの事業譲渡） 

  当社の連結子会社である株式会社エビデンスセンターは、平成21年８月10日付で株式会社綜合臨 

 床サイエンスと事業譲渡契約書を締結し、平成21年９月１日付で同社の事業を譲渡しました。 

 １ 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を 

  含む取引の概要 

  (1) 結合当事企業の名称 

     株式会社綜合臨床サイエンス：事業譲受会社 

     株式会社エビデンスセンター：事業譲渡会社 

  (2) 事業の内容 

     エビデンス事業(健康食品の臨床試験受託と特保申請支援業務及び販売)及び大規模臨床試  

    験事業 

  (3) 企業結合の法的形式：事業譲渡・譲受 

  (4) 結合後企業の名称：株式会社綜合臨床サイエンス 

  (5) 取引の目的を含む取引の概要 

     当社グループの経営効率化を図ることを目的としております。   

 ２ 実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日公表分)及び「企業結合会 

   計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成19年 

   11月15日公表分)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。すべて内部 

   取引として消去しておりますので当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

  

（株式会社綜合臨床サイエンスと株式会社ベルテールの合併） 

  当社の連結子会社である株式会社綜合臨床サイエンスと株式会社ベルテールは、平成21年11月１ 

 日付で合併いたしました。 

１ 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を 

  含む取引の概要 

  (1) 結合当事企業の名称 

     株式会社綜合臨床サイエンス：合併会社 

     株式会社ベルテール    ：被合併会社 

  (2) 事業の内容 

     株式会社綜合臨床サイエンス：ＳＭＯ事業 

     株式会社ベルテール    ：ＳＭＯ事業 

  (3) 企業結合の法的形式：株式会社綜合臨床サイエンスを存続会社とする吸収合併方式 

  (4) 結合後企業の名称：株式会社綜合臨床サイエンス 

  (5) 取引の目的を含む取引の概要 

     当社グループの経営効率化を図ることを目的としております。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基 

   準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成19年11月 

   15日公表分)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。すべて内部取引 

   として消去しておりますので当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 
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 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１株当たり純資産額 35,541円44銭 36,569円23銭

１株当たり当期純利益 2,366円85銭 2,945円48銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額については、希薄化効果
を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

  同左

項目
前連結会計年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１株当たり当期純利益

(1)当期純利益（千円） 250,612 298,279

(2)普通株主に帰属しない金額（千円） － －

(3)普通株式に係る当期純利益（千円） 250,612 298,279

(4)普通株式の期中平均株式数（株） 105,884 101,266

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後1株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

平成13年改正旧商法第280条ノ20及
び平成13年改正旧商法第280条ノ21
の規定に基づく新株予約権 
株主総会の決議年月日 
 平成17年10月27日 
新株予約権の数 
 924個 (平成21年７月末現在) 
新株予約権の目的となる株式の種類
及び数 
 普通株式 924株 
  (平成21年７月末現在)

平成13年改正旧商法第280条ノ20及
び平成13年改正旧商法第280条ノ21 
の規定に基づく新株予約権 
株主総会の決議年月日 
 平成17年10月27日 
新株予約権の数 
 924個 
新株予約権の目的となる株式の種類
及び数 
 普通株式  924株 
 

会社法第236条及び会社法第238条の
規定に基づく新株予約権 
株主総会の決議年月日 
 平成19年10月25日 
新株予約権の数 
1,470個 (平成21年７月末現在) 
新株予約権の目的となる株式の種類
及び数 
 普通株式 1,470株 
 (平成21年７月末現在)

会社法第236条及び会社法第238条の
規定に基づく新株予約権 
株主総会の決議年月日 
 平成19年10月25日 
新株予約権の数 
1,470個  
新株予約権の目的となる株式の種類
及び数 
 普通株式 1,470株 
 

 新株予約権の詳細は、「第４提出
会社の状況、１ 株式等の状況、
（２）新株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。

平成21年12月15日付で、全付与者か
らの権利放棄に基づき当社が本新株
予約権を取得し、そのすべてが消滅
いたしました。
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
（自 平成20年８月１日

  至 平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年８月１日
 至 平成22年７月31日）

１ 株式会社エビデンスセンターの株式会社綜合臨床 

  サイエンスへの事業譲渡

１ 株式会社綜合臨床サイエンスとトライアルサポート

株式会社の合併

 当社の連結子会社である株式会社エビデンスセンタ

ーは、平成21年８月10日付で株式会社綜合臨床サイエ

ンスと事業譲渡契約書を締結し、平成21年９月１日付

で同社の事業を譲渡しました。

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の 

 法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を含む取 

 引の概要

 ① 結合当事企業の名称 

    株式会社綜合臨床サイエンス：事業譲受会社 

    株式会社エビデンスセンター：事業譲渡会社 

 ② 対象となる事業の内容 

    エビデンス事業（健康食品の臨床試験受託と 

    特保申請支援業務及び販売）及び大規模臨床 

    試験事業 

 ③ 企業結合の法的形式：事業譲渡・譲受 

 ④ 結合後企業の名称：株式会社綜合臨床サイエン 

   ス 

 ⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

    当社グループの経営効率化を図ることを目的 

    としております。

（2）実施した会計処理の概要

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平 

 成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業 

 分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準 

 委員会 最終改正平成19年11月15日 企業会計基準 

 適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引とし 

 て会計処理を行っております。

２ 自己株式の取得に関する取締役会決議

 当社は、平成21年９月17日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議し、平成21年９月18日付で7,800株取得い

たしました。

（1）取得の目的

   経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を 

   遂行するため。

（2）取得する株式の種類及び総数

    普通株式 7,800株  

（3）取得価額の総額

    313,950千円

（4）取得の方法

    東京証券取引所の自己株式立会外買付取引 

   （ToSTNet-3）による買付け

 当社の連結子会社である株式会社綜合臨床サイエンス

とトライアルサポート株式会社は、平成22年８月１日付

で合併いたしました。

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の 

 法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を含む取 

 引の概要

 ① 結合当事企業の名称 

   株式会社綜合臨床サイエンス：合併存続会社 

   トライアルサポート株式会社：合併消滅会社 

 ② 対象となる事業の内容 

   ＳＭＯ(治験施設支援機関)事業 

 ③ 企業結合の法的形式：吸収合併方式 

 ④ 結合後企業の名称：株式会社綜合臨床サイエン 

   ス 

 ⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

    当社グループの経営効率化を図ることを目的 

    としております。

（2）実施した会計処理の概要

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第21号  

 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事 

 業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基 

 準適用指針第10号 平成20年12月26日)に基づき、  

 共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年７月31日) 

当事業年度 
(平成22年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 635,134 712,690

売掛金 7,092 1,989

貯蔵品 29 362

前払費用 11,787 10,483

繰延税金資産 30,927 15,527

未収入金 4,242 191

未収還付法人税等 72,989 50,859

その他 3,993 47,857

流動資産合計 766,197 839,961

固定資産   

有形固定資産   

建物 46,034 29,895

減価償却累計額 △17,413 △4,700

建物（純額） 28,620 25,195

工具、器具及び備品 65,894 74,821

減価償却累計額 △44,446 △53,827

工具、器具及び備品（純額） 21,448 20,993

建設仮勘定 － 1,275

有形固定資産合計 50,068 47,464

無形固定資産   

商標権 298 237

ソフトウエア 50,801 39,231

ソフトウエア仮勘定 － 42,719

その他 1,258 1,258

無形固定資産合計 52,358 83,446

投資その他の資産   

投資有価証券 0 92,250

関係会社株式 3,034,960 3,023,354

出資金 1,000 1,000

長期前払費用 2,187 3,996

繰延税金資産 104,825 55,893

敷金及び保証金 110,256 83,240

その他 9,000 9,000

貸倒引当金 △6,000 △6,000

投資その他の資産合計 3,256,229 3,262,735

固定資産合計 3,358,656 3,393,646

資産合計 4,124,853 4,233,608
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年７月31日) 

当事業年度 
(平成22年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※1  300,000 －

関係会社短期借入金 － 200,000

未払金 36,372 28,951

未払費用 6,050 7,572

未払法人税等 1,503 1,886

預り金 7,102 8,035

賞与引当金 7,911 3,800

事務所移転費用引当金 21,248 －

その他 286 336

流動負債合計 380,474 250,582

負債合計 380,474 250,582

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,364,517 1,364,517

資本剰余金   

資本準備金 1,640,117 1,640,117

その他資本剰余金 － 18,248

資本剰余金合計 1,640,117 1,658,366

利益剰余金   

利益準備金 5,900 5,900

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 827,122 997,621

利益剰余金合計 833,022 1,003,521

自己株式 △116,201 △40,710

株主資本合計 3,721,456 3,985,694

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － △2,669

評価・換算差額等合計 － △2,669

新株予約権 22,923 －

純資産合計 3,744,379 3,983,025

負債純資産合計 4,124,853 4,233,608

㈱綜合臨床ホールディングス （2399） 平成22年７月期　決算短信

44



(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業収益   

経営指導料 937,337 849,274

受取配当金 364,307 254,076

営業収益合計 ※2  1,301,644 ※2  1,103,350

営業費用 ※1  755,901 ※1  683,966

営業利益 545,742 419,383

営業外収益   

受取利息 850 292

業務委託費返戻金 4,571 －

業務受託手数料 ※2  3,666 －

還付加算金 211 206

未払配当金除斥益 － 1,196

雑収入 928 47

営業外収益合計 10,229 1,743

営業外費用   

支払利息 6,574 ※2  5,180

支払手数料 － 16,428

雑損失 412 401

営業外費用合計 6,987 22,010

経常利益 548,984 399,116

特別利益   

投資有価証券売却益 5,299 －

新株予約権戻入益 － 27,602

特別利益合計 5,299 27,602

特別損失   

固定資産売却損 ※3  136 －

固定資産除却損 ※4  47 －

関係会社株式評価損 109,371 －

事務所移転費用 － 17,639

事務所移転費用引当金繰入額 21,248 －

その他 － 616

特別損失合計 130,804 18,256

税引前当期純利益 423,480 408,462

法人税、住民税及び事業税 992 964

過年度法人税等 1,872 △63

法人税等調整額 16,773 66,163

法人税等合計 19,637 67,064

当期純利益 403,842 341,397
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,364,517 1,364,517

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,364,517 1,364,517

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,640,117 1,640,117

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640,117 1,640,117

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の処分 － 18,248

当期変動額合計 － 18,248

当期末残高 － 18,248

資本剰余金合計   

前期末残高 1,640,117 1,640,117

当期変動額   

自己株式の処分 － 18,248

当期変動額合計 － 18,248

当期末残高 1,640,117 1,658,366

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 5,900 5,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,900 5,900

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 531,019 827,122

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 403,842 341,397

当期変動額合計 296,102 170,499

当期末残高 827,122 997,621

利益剰余金合計   

前期末残高 536,919 833,022

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 403,842 341,397

当期変動額合計 296,102 170,499

当期末残高 833,022 1,003,521
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

自己株式   

前期末残高 － △116,201

当期変動額   

自己株式の取得 △116,201 △354,660

自己株式の処分 － 430,151

当期変動額合計 △116,201 75,490

当期末残高 △116,201 △40,710

株主資本合計   

前期末残高 3,541,555 3,721,456

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 403,842 341,397

自己株式の取得 △116,201 △354,660

自己株式の処分 － 448,400

当期変動額合計 179,900 264,238

当期末残高 3,721,456 3,985,694

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △2,669

当期変動額合計 － △2,669

当期末残高 － △2,669

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △2,669

当期変動額合計 － △2,669

当期末残高 － △2,669

新株予約権   

前期末残高 9,294 22,923

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,628 △22,923

当期変動額合計 13,628 △22,923

当期末残高 22,923 －

純資産合計   

前期末残高 3,550,849 3,744,379

当期変動額   

剰余金の配当 △107,740 △170,898

当期純利益 403,842 341,397

自己株式の取得 △116,201 △354,660

自己株式の処分 － 448,400

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,628 △25,592

当期変動額合計 193,529 238,646

当期末残高 3,744,379 3,983,025
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(4)【継続企業の前提に関する注記】

 該当事項はありません。

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法を採用し

ております。

 

(2) その他有価証券

  時価のあるもの
──────

 
  
 
 

  時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用

しております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

    同左

  

 

(2) その他有価証券

 時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時  
  価法（評価差額は全部純資産直入  
  法により処理し、売却原価は移動 
  平均法により算定）を採用してお 
  ります。

  時価のないもの

  同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 貯蔵品

  最終仕入原価法による原価法を採

用しております。（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

(1) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物            ３～18年

  工具、器具及び備品４～20年

(1) 有形固定資産  

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物            ８～18年

  工具、器具及び備品４～20年

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

    同左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

    同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

(1) 貸倒引当金

    同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度の

負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金 

    同左

(3) 事務所移転費用引当金

  事務所移転に伴い発生する損失に

備えるため、合理的に見積もること

の出来る額を計上しております。

──────

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処 

 理については、税抜方式によって 

 おります。

 消費税等の会計処理 

    同左
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 従来、棚卸資産については、主として原価法によっ

ておりましたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７

月５日 企業会計基準第９号）が適用されたことに伴

い、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

に変更しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。

──────

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平

成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日がリース取引会計基準の改

正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。

──────

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

(貸借対照表) 

 前事業年度において流動資産の「未収入金」に含め

て表示しておりました「未収還付法人税等」は、資産

の総額の100分の１を超えたため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前事業年度の「未収還付法人税等」は36,074

千円であります。

(損益計算書) 

 前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含め

て表示しておりました「未払配当金除斥益」は、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記して

おります。 

 なお、前事業年度の「未払配当金除斥益」は800千

円であります。
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(6)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年７月31日)

当事業年度 
(平成22年７月31日)

 

※１ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２

行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越限度額 1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

 
 

 １ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２

行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

当座貸越限度額 1,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,000,000千円

 

──────  ２ 保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、 

債務保証を行っております。 

 合同会社クリニサーチ     110,000千円   

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

 

※１ 当社は持株会社のため販売費に属する費用はあり

ません。すべて一般管理費であります。

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 120,459千円

給料・賞与 268,487千円

賞与引当金繰入額 7,911千円

法定福利費 38,400千円

地代家賃 46,523千円

減価償却費 50,066千円

支払手数料 62,591千円
 

※１ 当社は持株会社のため販売費に属する費用はあり

ません。すべて一般管理費であります。

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 115,799千円

給料・賞与 227,093千円

賞与引当金繰入額 3,800千円

法定福利費 32,923千円

地代家賃 25,418千円

減価償却費 48,190千円

支払手数料 68,205千円

※２ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。

経営指導料 936,947千円

受取配当金 364,307千円

業務受託手数料 3,666千円

※２ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。

経営指導料 848,882千円

受取配当金 254,076千円

支払利息 3,362千円

※３ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

す。  

車両運搬具 136千円
 

────── 

 

※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。

工具、器具及び備品 47千円
 

──────
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   前事業年度（自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日） 

   自己株式に関する事項 

 
 (注) 普通株式の自己株式4,000株の増加は、平成20年９月12日開催の取締役会の決議に基づき、平成20年 

   ９月16日から平成21年１月６日において自己株式1,000株の取得を行い、また、平成21年３月16日開催 

   の取締役会の決議に基づき、平成21年３月17日に自己株式3,000株の追加取得を行ったものであります。 

  

   当事業年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

   自己株式に関する事項 

 
 (注)1. 普通株式の自己株式8,742株の増加は、平成21年９月17日開催の取締役会決議に基づく自己株式7,800株 

    の取得及び、平成22年６月24日開催の取締役会の決議に基づく自己株式942株の取得であります。 

   2. 普通株式の自己株式11,800株の減少は、平成22年３月19日開催の取締役会決議に基づく第三者割当の方 

    法による自己株式の処分であります。 

  

   前事業年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

    内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なため記載を省略しております。 

  

   当事業年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

    内容の重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なため記載を省略しております。 

  

   前事業年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日) 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

   当事業年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日) 

 （追加情報） 

  当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10   

 日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平 

 成20年３月10日）を適用しております。 

  

  子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式3,018,354千円、関連会社株 

 式5,000千円）は、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、 

 記載しておりません。 

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類
前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 ― 4,000 ― 4,000

合計 ― 4,000 ― 4,000

株式の種類
前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 4,000 8,742 11,800 942

合計 4,000 8,742 11,800 942

(リース取引関係)

(有価証券関係)
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前事業年度（自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日） 

 連結財務諸表等の「企業結合等関係」に記載のとおりであります。 

当事業年度（自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

 連結財務諸表等の「企業結合等関係」に記載のとおりであります。 

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年７月31日)

当事業年度 
(平成22年７月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金 3,219 千円

 減価償却費損金算入限度超過額 2,099 千円

 株式報酬費用 4,456 千円

 事務所移転費用引当金 8,645 千円

 貸倒引当金 2,441 千円

 会員権等評価損 1,627 千円

 投資有価証券評価損 11,678 千円

 関係会社への投資に係る一時差異 55,179 千円

 関係会社株式評価損 44,503 千円

  税務上の繰越欠損金 13,133 千円

 その他 2,073 千円

 繰延税金資産合計 149,058 千円

 評価性引当額 △13,305 千円

繰延税金資産の純額 135,752 千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金 1,546 千円

 減価償却費損金算入限度超過額 2,099 千円

 貸倒引当金 2,441 千円

 会員権等評価損 1,627 千円

 投資有価証券評価損 11,678 千円

 関係会社への投資に係る一時差異 53,862 千円

 その他有価証券評価差額金 1,831 千円

 税務上の繰越欠損金 9,465 千円

 その他 2,615 千円

  繰延税金資産合計 87,167 千円

 評価性引当額 △15,747 千円

繰延税金資産の純額 71,420 千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

 （調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目
△34.5 ％

評価性引当額の増減 △2.9 ％

過年度法人税等 0.4 ％

その他 0.9 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.6 ％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

 （調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない 

項目
△24.9 ％

評価性引当額の増減 0.6 ％

株式報酬費用 △0.8 ％

役員報酬 0.4 ％

その他 0.4 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.4 ％

(企業結合等関係)
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（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

(１株当たり情報)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日)

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日)

１株当たり純資産額 35,872円92銭 １株当たり純資産額 37,294円95銭

１株当たり当期純利益 3,814円00銭 １株当たり当期純利益 3,371円26銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

  同左

項目
前事業年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１株当たり当期純利益

 (1)当期純利益(千円)

 (2)普通株主に帰属しない金額(千円)

 (3)普通株式に係る当期純利益(千円)

 (4)普通株式の期中平均株式数(株)

403,842

－

403,842

105,884

341,397

－

341,397

101,266

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

平成13年改正旧商法第280条ノ20 

及び平成13年改正旧商法第280条 

ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の決議年月日 

 平成17年10月27日 

新株予約権の数 

 924個 (平成21年７月末現在) 

新株予約権の目的となる株式の種

類及び数 

 普通株式  924株 

 (平成21年７月末現在)

平成13年改正旧商法第280条ノ20 

及び平成13年改正旧商法第280条 

ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の決議年月日 

 平成17年10月27日 

新株予約権の数 

 924個 

新株予約権の目的となる株式の種

類及び数 

 普通株式  924株 

 

会社法第236条及び会社法第238条

の規定に基づく新株予約権 

株主総会の決議年月日 

 平成19年10月25日 

新株予約権の数 

1,470個 (平成21年７月末現在) 

新株予約権の目的となる株式の種

類及び数 

 普通株式 1,470株 

 (平成21年７月末現在)

会社法第236条及び会社法第238条

の規定に基づく新株予約権 

株主総会の決議年月日 

 平成19年10月25日 

新株予約権の数 

1,470個  

新株予約権の目的となる株式の種

類及び数 

 普通株式 1,470株 

 

 新株予約権の詳細は、「第４提

出会社の状況、１ 株式等の状

況、（２）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

平成21年12月15日付で、全付与
者からの権利放棄に基づき当社
が本新株予約権を取得し、その
すべてが消滅いたしました。
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(重要な後発事象)

前事業年度
（自 平成20年８月１日

  至 平成21年７月31日）

当事業年度
（自 平成21年８月１日
 至 平成22年７月31日）

１ 株式会社エビデンスセンターの株式会社綜合臨床  

  サイエンスへの事業譲渡

──────

 株式会社エビデンスセンターの株式会社綜合臨床サ

イエンスへの事業譲渡に関しましては、１連結財務諸

表等、(1)連結財務諸表、（重要な後発事象）に記載し

ております。 

 

 

２ 自己株式の取得に関する取締役会決議

 自己株式の取得に関する取締役会決議に関しまして

は、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表、（重要な後

発事象）に記載しております。 

 

 

３ 資金の借入

 当社は、自己株式取得資金を調達するため、平成21

年９月18日付で株式会社綜合臨床サイエンスから平成

22年７月31日を返済期日として400,000千円の借入を実

施いたしました。 
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   当連結会計年度における受注実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 

  

(単位：千円) 

 

  

 新任取締役候補（平成22年10月21日就任予定） 

  取締役 髙橋 久（株式会社シーエーシー 取締役兼執行役員 医薬ＢＴＯユニット長） 

 退任予定取締役（平成22年10月21日退任予定） 

  取締役 飯田 尚希 

  

 該当事項はありません。 

  

6. その他

(受注及び販売の状況)

(1) 受注実績

 事業の種類別 
 セグメントの 
 名称

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日)

比較増減

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

 ＳＭＯ事業 5,063,646 7,790,391 5,318,223 8,250,312 254,577 459,921

 その他の事業 96,635 26,335 68,241 50,974 △28,394 24,639

  合 計 5,160,282 7,816,726 5,386,465 8,301,287 226,183 484,560

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 販売実績

 事業の種類別 
 セグメントの 
 名称

前連結会計年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日)

比較増減

金額 金額 金額
前年同期比
（％）

 ＳＭＯ事業 4,706,669 4,829,951 123,282 102.6

 その他の事業 119,554 57,199 △62,354 47.8

  合 計 4,826,224 4,887,151 60,927 101.3

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(役員の異動)

(その他)
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